
周産期医療の推進④ 

  超重症児（者）、準超重症児（者）の初期診療の評価について、在宅からの入院の場
合のみで評価されている超重症児（者）、準超重症児（者）入院診療加算の初期加算
（１日につき２００点・５日目まで）を、在宅以外に救急医療機関からの転院の場合にも
算定可能とし、後方病床における取組を推進する。 

 

（改）   在宅重症児（者）受入加算 → 救急・在宅重症児（者）受入加算 
 
[算定対象患者（改定後、下線部を追加）］ 

自宅から入院した患者又は他の保険医療機関から転院してきた患者であって、当該他の保険医療機関に
おいて特定集中治療室管理料の小児加算、小児特定集中治療室管理料、新生児特定集中治療室管理料
又は新生児集中治療室管理料を算定したことのある者 

超重症児（者）、準超重症児（者）の受入医療機関の初期診療の評価 

 ＮＩＣＵに入院していた患者を受け入れた場合の評価である重症児（者）受入連携加算
を引き上げるとともに、後方病院となる病床の範囲を拡大し、重症児（者）に係る医療機
関間の連携を推進する。  

  （改）   重症児（者）受入連携加算（入院初日）   １，３００点→２，０００点 
 

[算定可能病床（改定後、下線の入院料を追加）］ 
障害者施設等入院基本料、特殊疾患入院医療管理料、特殊疾患病棟入院料、一般病棟入院基本料（13対

１、15対1に限る。）、療養病棟入院基本料、有床診療所入院基本料、有床診療所療養病床入院基本料 

後方病床の重症児（者）受入の推進 
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障害者施設、特殊疾患病棟だったものに 

一般病棟（13対１、15対１）、療養病棟、有床診を追加 
 
 
 
 

 

重症児（者）受入連携加算 
1,300点（入院時１回）→2,000点 

＜周産期医療センター等＞ 

 

新生児特定集中治療室退院調整加算 
300点（退院時１回） 

→600点（超低出生体重児等は2回） 

＜在宅＞ 

＜後方病院＞ 

退院調整の評価 

後方受入の評価 

 

（準）超重症児（者）入院診療加算 
800点（１日につき） 

※６歳未満の超重症児の場合 

 

救急・在宅重症児（者）受入加算 
200点（１日につき） 
【入院から５日まで】 

受け入れた場合の

初期診療の評価 
受け入れた場合の

日々の診療の評価 

救急医療機関か
らの転院の場合
にも算定可に 

周産期医療の地域連携に係る改定後のイメージ 
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１ 救急・周産期医療の推進 

２ 病院医療従事者の勤務体制の改善等の取組 

３ 救急外来や外来診療の機能分化 

４ 病棟薬剤師や歯科等を含むチーム医療の促進 

急性期医療等の適切な提供に向けた病院勤務医等の 
負担の大きな医療従事者の負担軽減 

重点課題１ 
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 病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制を要件とする項目を今般新た
に評価する項目等に拡大し、病院勤務医の負担軽減及び処遇改善を推進する。 
 

８項目から１５項目に対象拡大 
 

現行 

① 総合入院体制加算 
② 医師事務作業補助体制加算 
③ ハイリスク分娩管理加算 
④ 急性期看護補助体制加算  
⑤ 栄養サポートチーム加算  
⑥ 呼吸ケアチーム加算  
⑦ 小児入院医療管理料１及び２  
⑧ 救命救急入院料 注３に掲げる加算

を算定する場合  

新たに追加 

⑨  総合周産期特定集中治療室管理料 
⑩  （新）小児特定集中治療室管理料(スライド７) 

⑪  （新）精神科リエゾンチーム加算(スライド37) 

⑫  （新）病棟薬剤業務実施加算(スライド41) 

⑬  （新）院内トリアージ実施料(スライド30) 

⑭  （新）移植後患者指導管理料(スライド38) 

⑮  （新）糖尿病透析予防指導管理料(スライド88) 

【病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善を要件とする項目】 

病院医療従事者の勤務体制の改善等① 
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① 総合入院体制加算（旧：入院時医学管理加算） 
② 医師事務作業補助体制加算 
③ ハイリスク分娩管理加算 
④ 急性期看護補助体制加算  
⑤ 栄養サポートチーム加算  
⑥ 呼吸ケアチーム加算  
⑦ 小児入院医療管理料１及び２  
⑧ 救命救急入院料 注３に掲げる加算を算定する場合  

・ 医師・看護師等の業務分担 
・ 医師に対する医療事務作業補助体制 
・ 交代勤務制導入 
・ 短時間正規雇用の医師の活用  
・ 地域の他の医療機関との連携  
・ 外来縮小の取り組み  

① 総合入院体制加算（旧：入院時医学管理加算） 
② 医師事務作業補助体制加算 
③ ハイリスク分娩管理加算 
④ 急性期看護補助体制加算  
⑤ 栄養サポートチーム加算  
⑥ 呼吸ケアチーム加算  
⑦ 小児入院医療管理料１及び２  
⑧ 救命救急入院料 注３に掲げる加算を算定する場合 

【必須項目】 

  ・ 医師・看護師等の役割分担 

 

【一部の病院で必須】 

 ・ 交代勤務制導入 

 ・ 外来縮小の取り組み 

 

【任意項目】 

 ・ 医師に対する医療事務作業補助体制 

 ・ 短時間正規雇用の医師の活用  

 ・ 地域の他の医療機関との連携  

 ・（新）  予定手術前の当直に対する配慮  

改定後 

いずれの 

項目も任意 

⑨ 総合周産期特定集中治療室管理料 
⑩ 小児特定集中治療室管理料 
⑪   精神科リエゾンチーム加算 
⑫   病棟薬剤業務実施加算 
⑬   院内トリアージ実施料 
⑭   移植後患者指導管理料 
⑮   糖尿病透析予防指導管理料 

新規追加 

勤務医負担軽減策の見直しのイメージ 
要件とする項目 負担軽減の項目 
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一定以上医師が配置さ
れている、小児、産科、
救急関係入院料では必
ず検討する事項とする 
（左の青字項目で必須） 

特定機能病院及び一般
病床が５００床以上の病
院では必ず検討すること
とする 



病院勤務医の負担を軽減する体制の評価② 
  医師事務作業補助者の配置について、よりきめ細かく評価し、病院勤務医の負

担を軽減する体制の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  精神科救急医療に特化した精神科救急入院料、精神科急性期治療病棟入院
料１、精神科救急・合併症入院料でも医師事務作業補助体制加算を算定可能と
し、精神科救急医療に携わる医師の負担軽減の推進を図る。 

現行 

医師事務作業補助者の配置 点数 

１５対１ ８１０点 

２０対１ ６１０点 

２５対１ ４９０点 

５０対１ ２５５点 

７５対１ １８０点 

１００対１ １３８点 

改定後 

医師事務作業補助者の配置 点数 

１５対１ ８１０点 

２０対１ ６１０点 

２５対１ ４９０点 

（新）  ３０対１ ４１０点 

（新）  ４０対１ ３３０点 

      ５０対１（※） ２５５点 

７５対１ １８０点 

１００対１ １３８点 

※５０対１については、年間の緊急入院患者数の実績要件を緩
和する。（年間の緊急入院患者数が１００名以上でも算定可
能とする。） 

医師事務作業補助体制加算 
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 看護職員の負担軽減を促進し、医師と看護職員との役割分担を推進するため、現行の

配置基準を上回る看護補助者の配置や夜間配置を評価する。 
 

 看護補助者の手厚い配置 

 

 

 

 

 

 

（新）25対１急性期看護補助体制加算 
（看護補助者５割以上※） 

１６０点 

（新）25対１急性期看護補助体制加算 
（看護補助者５割未満※） 

１４０点 

50対１急性期看護補助体制加算 １２０点 

75対１急性期看護補助体制加算 ８０点 

急性期看護補助体制加算１(50対１) １２０点 

急性期看護補助体制加算２(75対１) ８０点 

看護補助者配置の評価の充実について① 

看護補助者配置の手厚い評価① 

［施設基準］（新規・追加要件のみ） 

 25対１急性期看護補助体制加算 
 勤務医及び看護職員の負担軽減及び処遇改善に
資する体制の整備 

【現行】 【改定後】 

急性期看護補助体制加算 

※届出に必要な看護補助者の数に占める看護補助者
{みなし看護補助者(入院基本料等の施設基準に定める
必要な数を超えて配置している看護職員)を除く}の割合
（常勤換算） 

（1日につき、14日まで） 
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